
約147

815

約15.2
約17.3

約1.6

約6.1

約4.2

約32.5

約11.9

1,000

注） ２．Ｈ２０年法人建物調査（国土交通省土地・建設産業局）

図 雨水・再生水の利用ポテンシャル

利用ポテンシャル＊の算定条件

下水処理水量
全国の下水処理水量の合計
（下水道部資料より）

個別・地区循環
利用量

民
間

全国の法人建物調査（延べ床面積5,000m2以
上：36，800棟）（注2）に国土交通省水資源部
で調査した、民間施設１施設当たりの平均再
生水使用量を乗じて算定。

公
共

全国の公共施設のうち雨水利用が想定される
施設を想定（30,387棟） （注1）し、国土交通省
水資源部で調査した、公共施設１施設当たり
の平均再生水使用量を乗じて算定。

雨水利用量

民
間

全国の法人建物（延べ床面積500m2以上：
398,210棟）（注2）に国土交通省水資源部で調
査した、民間施設１施設当たりの集水面積と
年間降雨量1,529mm（東京）を乗じて算定。

公
共

全国の公共施設（39,209棟） （注4）に国土交
通省水資源部で調査した、公共施設１施設当
たりの平均集水面積と年間降雨量1,529mm
（東京）を乗じて算定。

個
別
住
宅

・全国の一戸建住宅（2,745万戸：注3）に200㍑
の雨水貯留槽を設置（標準的な小規模貯留
槽で10mmまでの降雨を貯めるものと想定）
・10mm以上の降雨日数４８日は200㍑貯留と
算定。
・10mm未満の降雨日数６３日の降雨量
281mmに各戸建て住宅の集水面積を20m2を
乗じて算定。

水資源としての最大利用可能量を概算

（単位：億m3/年）

凡 例

日本の水使用量

下水処理水量

公共施設

民間施設

戸建住宅

注） ３．平成２０年住宅・土地統計調査(総務省統計局)

注） １．平成２５年度版 地方財政白書（総務省）を基に国土交通省水資源部で試算

注） ４．平成２５年度版 地方財政白書（総務省）

雨水・再生水の水資源利用のポテンシャル
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＊利用ポテンシャル量は、試算したものであり、様々な
要因から全てを再生水等として利用できるわけではない。

対応箇所 本文 P16
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雨水利用

個別・地区
循環利用

下水再生水

現在の利用量
（利用ポテンシャル＊）

０．０８億ｍ３／年

（１１．９億ｍ３／年）

０．５９億ｍ３／年

（３２．５億ｍ３／年）

１．８７億ｍ３／年

（１４７億ｍ３／年）

取り組みの現状

《公共施設》
・地方公共団体で構成する「推進協議会」、 「連絡会」等を通じての

利用推進の取り組み
・雨水利用に係わる施設（雨水貯留浸透施設等）の整備費の一部を補助

《民間施設》
・自治体による助成制度、指導要綱
・日本政策投資銀行による低利融資制度

《個別住宅》
・自治体による助成制度

《公共施設》
・地方公共団体で構成する「推進協議会」等を通じての利用推進の
取り組み

《民間施設》

・自治体による指導要綱
・日本政策投資銀行による低利融資制度
・建築基準法の容積率制限の特例措置

・国の補助制度
下水処理水の再生利用に係わる施設（処理施設、送水施設、
ポンプ施設等）の整備費の一部を補助

雨水・再生水の利用推進の取り組みの現状

86

＊利用ポテンシャル量は、試算したものであり、様々な要因から全てを再生水等として利用できるわけではない。

（出典）第3回調査企画部会（平成20年6月）資料の数字を更新
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《利用の用途》 ※利用事例より

生活用水

家庭の飲料水、調理、洗濯、風呂、掃除

家庭の水洗トイレ、散水等

営業用水（デパート、ホテル、事業所等）
・水洗トイレ、消火用水等
公共施設用
・水洗トイレ、消火用水等

公共用水
・せせらぎ水路等
・融雪用水

工業用水

原料用水、製品処理用水など

冷却用水、温調用水

農業用水

水田・畑地かんがい用水

河川維持用水

個別・地区循環利用

平常時 渇水時 地震等緊急時

雨水利用

平常時 渇水時 地震等緊急時

下水再生水利用

平常時 渇水時 地震等緊急時

○ ○ △

○ ○ △

注） ○：利用可能 △：電源の確保要 ×：利用不可

注）赤字は雨水・再生水
の利用用途

雨水・再生水利用の特性
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下水熱の活用

代替水資源

環境資源

エネルギー資源

代替水資源
環境資源

環境資源

エネルギー資源

（出典）第3回調査企画部会（平成20年6月）資料をもとに水資源部作成

※ 水源地と給水エリアが離れている大きな水系では利用可能

○ ×
※

○

対応箇所 本文 P16
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代替水資源としての事例①

6出典：水循環 貯留と浸透 2012 vol83を基に水資源部作成

【大震災直後の東北文化学園大学のトイレ使用状況】

大地震の被災後に、雨水利用の有用性が実証

→ 地域住民の安心に貢献

【渇水時の下水道再生水利用】

出典：国土交通省下水道部資料

浄化センターから散水車への給水状況

下水道再生水を街路
の樹木灌水へ利用

88

○雨水を 東日本大震災の発生直後、雨水利用に先進的に取り組んでいる「東北文化学園大学（仙台市青葉区）」で
は上水道や電力が使用不能になったが、約２週間、トイレの洗浄用水に活用

○下水再生水を渇水時に、下水処理施設近くの街路の樹木灌木等として活用

対応箇所 本文 P16
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6

代替水資源としての事例②

○雨水の利用実態 （H2～H10の実績）

・雨水利用量は１ヶ月あたり最大で
4,900m3/月、最小で1,100m3/月である。

・雨水及び再生水のうち雨水の利用率は最
大で44%、最小で13%で、その平均は29%
である。

○東京ドームでは、屋根に降った雨水と洗面・厨房からの再生水を、トイレ洗浄水、災害時の消防用水として活用
○ドーム内で利用される水の約１／２をまかなう

東京ドームの雨水・再生水システム

89

出典：雨水利用ハンドブック（(社）雨水貯留浸透技術協会）

対応箇所 本文 P16
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環境資源としての事例①

90

修景施設（滝）

修景施設（南側せせらぎ）

修景施設（東側せせらぎ）

庁舎全景（写真提供：綾瀬市役所

対応箇所 本文 P16
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環境資源としての事例②
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対応箇所 本文 P16
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代替水資源・環境資源としての事例①
～農業用水・せせらぎ用水（香川県多度津町）～

【人口約２．４万人】

農業用水
農業用のため池に放流：2,000m3/日(6月～9月)

地下涵養

多度津町の主要水源である地下
の涵養：2,000m3/日

せせらぎ用水
せせらぎ用水：20m3/日

オゾン+活性炭

活性炭吸着

活性炭吸着

標準活性汚泥法に高度処理プロセスを付加

92

○香川県多度津町では、下水道再生水を農業用水として利用することで、ため池に必要な時期に必要な水量を送
水することにより、安定した農業用水を確保し、渇水時の水不足が解消。

○せせらぎ用水を整備し、水辺空間を再生し、地域住民が水に親しむなど、住環境の向上に寄与。

（出典）国土交通省下水道部資料

対応箇所 本文 P16
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○熊本市の西部、白川と坪井川の間にある石塘堰樋土地改良区（約345ha）では、河川改修により慢性的な水不足が
生じた。安定した農業用水確保策として処理水利用の要請があり、昭和51年度から試験田で6年間、さらに現地で3
年間実証試験を行い、対象水田225ha、対象農家戸数 529戸が処理水を農業用水として利用開始。現在でも、農
業用水として多く利用されている。

代替水資源・環境資源としての事例② ～農業用水（熊本市）～

出典）熊本市HP

○熊本市中部浄化センター処理水利用水田区域

○中部浄化センター 砂ろ過施設
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○沖縄本島の中南部地域では、かんがい施設整備の水源確保が農業振興上の大きな課題となっている。以前、
下水処理水を水源とした国営土地改良事業「島尻地区」の調査が実施されたが、事業には至っていない。

○依然として農業用水への高いニーズがあり、下水再生水の農業利用の検討が進められようとしている。

○再生水を受け入れる農業者の理解だけでなく、下水再生水により生産された農産物に対する消費者の理解も必
要不可欠である。

代替水資源・環境資源としての事例③
～農業用水（沖縄県「島尻地区」）～

2009年に事業中断
要因①：地下ダム比コスト高
・那覇浄化センターからの長

距離輸送
・対象地域が広範囲
要因②：風評被害懸念

農業用水として那覇浄化
センターの下水処理
60,000m3/dを2500haの
畑地かんがいへ再生水
利用計画

カリフォルニア
州再利用基準
Title22準拠施
設下水処理水
を凝集・沈殿・
砂ろ過・消毒

出典）21世紀型都市水循環系の構築のための水再生技術の開発と評価
京都大学大学院工学研究科附属流域圏総合環境質研究センター 田中宏明教授資料 94
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○下水処理場から高度処理した再生水を、工業企業群に送水するとともに、消防用水等、多様な用途に利用。

代替水資源・環境資源としての事例④ ～工業用水（堺市）～

○供給区域： 堺市堺浜地区約300ha
○供給対象： 供給区域内の全ての建築物及び緑地等
○供給能力： 日最大34,000m3

清掃工場

三宝下水処理場

オゾン処理施設

オゾン処理施設

大規模企業群

堺浜中小企業クラスター

基幹的広域防災拠点

ＮＴＣ
（堺臨海部サッカー・ナショナルトレーニングセンター）

商業・アミューズメント施設

送水ポンプ施設

繊維ろ過水
オゾン処理水

送水管

95（出典）国土交通省下水道部資料
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マツダスタジアム（広島市）の地下に溜めた雨水をトイレ
用水やグラウンド散水、せせらぎ用水として再利用

エネルギー資源としての事例① ～下水熱利用～

日産スタジアム等新横浜における事例

名古屋駅周辺のささしまライブ24地区にお
ける計画

堺市鉄砲町地区における計画

下水再生水を活用した低炭素都市づくり貢献事例の拡大

○ 官民連携による下水熱利用の推進
・官民連携の下水熱利用推進協議会を推進母体（平成24年度～）に、低コスト技術開発、投資インセンティブの充実化等により、ソ

ニービル等下水処理場近接地における供給に加え、未処理下水・下水再生水を活用した下水処理場から離れた地域における案件
形成に取り組む。

○ 多元的再生水利用の推進
・これまでも、一部政令指定都市等において実施されているせせらぎ用水、トイレ用水等の供給に取り組んできたところ、今後は、潤い
のある低炭素都市づくり貢献等の観点から、熱源用水・水質改善用水等のパッケージ化について、上記協議会等を通じ、成功事例
の蓄積に取り組む。

96
（出典）国土交通省下水道部資料
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エネルギー資源としての事例②

97（出典）国土交通省水管理・国土保全局下水道部

【発電所等】

H23年度：高効率なバイオガス回収・利用技術 等
H24年度：廃熱を利用した低コストの固形燃料化技術

管路内設置型熱回収技術を用いた下水熱利用技術 等
H25年度：下水汚泥を利用した高効率なバイオマス発電 等

先進的な技術実証・普及～下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）～

発電可能量：40億kWh/年
→約110万世帯の
年間電力消費量に相当

対応箇所 本文 P16
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代替水資源・環境資源・エネルギー資源としての事例 ～東京都～

○東京都では、河川維持用水、水洗トイレ等の雑用水、せせらぎなどの環境用水等、下水再生水を利用。
○再生水を１月あたり2,000m3使用する場合、

①再生水を利用することで、ダム等の水源を温存し、渇水時の被害を軽減する効果が期待される。
②水道料金（口径100㎜）と比較し、１年間に約４８０万円のコスト削減が可能。

下水の高度処理水

○環境用水 ～潤いのある水辺空間の創出～

河川環境が悪化していた渋谷川・古川、目黒川、呑川の三
河川へ再生水を送水。水質が改善し、アユやボラなどの魚や、
それらを餌とするコサギなどの鳥たちが訪れる川となり、潤い
のある水辺空間がよみがえっている。
※このほか、多摩地域においても、野火止用水、玉川上水や

千川上水に、再生水を送水し、清流を復活。

○目黒川 ○千川上水

○水洗トイレの洗浄用水

多くのオフィスビル等のトイレの洗浄用水として
利用されている

○植栽灌水

屋上緑化や樹木の散水用とし
て再生水の用途が広がる

○道路散水

都市のヒートアイランド対策

雑用水

○清掃工場の冷却用水

焼却灰等の冷却用水に再生
水を使用

○親水用水 ○修景用水

目黒川の水辺空間を活かし
た街づくりに協力

賑わいあふれる水辺空間
の創出

○水道料金の比較

環境
用水

出典：東京都水道局ＨＰ
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雨水・再生水利用の課題

○近年、東日本大震災等を契機とする大規模地震への備え、気候変動などによる渇水リスク等への対応が顕在化。
○雨水・再生水は代替水資源、環境資源、エネルギー資源として期待。

○雨水・再生水の利用促進に関する社会からの要請に対応する必要があるが、現状では、雨水・再生水利用は年間
およそ２億６千万m3であり、全国の水使用量の約0.3％程度であり、有効利用の推進が必要。

代替水資源として
の役割の高まり

環境資源としての
ニーズの高まり

エネルギー資源とし
ての一層の活用が
期待

社会情勢の変化 ： 新たなリスクや課題の顕在化

・大規模災害（地震、津波、洪水）、事故、水質障害、テ
ロ等に対する水インフラの脆弱性
・急速に進行する水インフラの老朽化に伴う事故などに

起因する広域かつ長期の断水などへの

①東日本大震災、笹子トンネル事故等を契機と
するリスクの顕在化

・近年及び今後の降雨量の変動幅の増大、積雪量の減少
及び融雪の早期化などによる渇水

②地球温暖化に伴う気候変動

③社会からの生活・自然環境への要請

・社会における水の有効利用や節水の促進、人の生命・健
康に関わる安全でおいしい水の確保、地下水の保全と利
用、豊かな水環境・生態系の形成などの社会から要請

④健全な水循環の確保と雨水の利用促進

・健全な水循環の確保や雨水の利用促進に関する社会か
らの要請に対する水資源政策としての対応

雨水・再生水に期待されること 課 題

①農業用途水などにおける利用者の合意形成。

②様々なケースに対応した下水再生水導入とそ

の他の水源利用との費用比較検討

③下水再生水の安定的な供給体制の検討

④費用負担や支援制度の視点から下水再生水

に関連する熱エネルギー等の導入の検討

下水再生水の利用拡大のための取り組み

渇水時の利用調整等緊急対応の検討

①渇水時の利用を踏まえた平常時の利用
方法の検討

②渇水時の利用転換ルールの検討（転換
時期、量、調整機関）

③渇水時利用のための調整体制の構築
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①国及び自治体による施策の推進や制度の充
実を図り、更なる施設の導入を促進

雨水利用推進のための取り組み

対応箇所 本文 P16
Ⅰ-2-（5）2)



水源地域の振興 ～水源地域の分布～

※1 2012年3月末までに完成したダム数
出典： ダム年鑑2013 （（一財）日本ダム協会）

※2 ダム数、市町村数は重複を除いている。

ダム※3 の所在市町村
・ 我が国には約2,700のダムがあり

※1、水源地域は全国に広く分布。
そのうち、国土交通省または（独）
水資源機構が建設したダムと、水
源地域対策特別措置法の対象の
ダムは合わせて175あり、190市町
村※2 にまたがっている。（右図参照）

・ ダムの建設は、水源地域住民の
協力なしには実現しなかったもの。
ダムの完成後も、水源地域は水
源林の維持・管理、都市・農村等
への水供給、治水など、国民が安
心・安全な水を得る上で重要な役
割。これらの水源地域のコミュニ
ティと文化が維持・振興されること
が必要。
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※3 国土交通省または（独）水資源機構が建設した
ダム及び水源地域対策特別措置法の対象ダム
（2012年3月末現在において完成しているもの。）

※2 ※3

完成ダム数の推移 (累計)完成ダム数の推移 (累計)

対応箇所 本文 P17
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水源地域の振興 ～水源地域の振興に関する施策の全体像～

○一般補償
・ 個人の財産的価値に対する

補償
（昭和37年「公共用地の取得
に伴う損失補償基準要綱」）

補償 水源地域対策特別措置法
（水特法）

○公共補償
・ 公共施設の従前の機能回復

のための補償
（昭和42年「公共事業の施行
に伴う公共補償基準要綱」）

○水源地域整備計画
・ 生活環境、産業基盤等の整

備事業
・ ダム貯水池等の水質汚濁防

止事業

○固定資産税の不均一課税に
伴う措置

○水源地域の活性化のための
措置

基金

○水源地域対策基金
・ 生活再建対策事業
・ 地域振興対策事業
・ 上下流交流事業＊ 等

関連施策

○国のソフト対策
・ 水源地域支援ネットワーク＊

・ 水の里応援プロジェクト＊ 等

○県等の措置
・ 関連公共事業
・ 生活再建措置
・ 上下流交流事業＊ 等

＊はダム運用開始後も継続して実施されるもの

・ ダムの建設により住宅、農地等の生活環境、産業基盤に大きな影響を受ける地域に対しては、
ダムの建設に合わせて、住民の生活再建対策とともに様々な基盤整備等の対策を実施。

・ また、ダムの運用開始後も水源地域住民と下流受益地域住民との交流や、水源地域の振興の
ための取り組みを支援。

○整備事業についての負担の
調整等（下流受益地域の一部
負担による事業実施）
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対応箇所 本文 P17
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水源地域の振興
～水源地域対策特別措置法による生活環境、産業基盤の整備～

・ 平成25年11月現在、水源地域対策特別措置法により指定されたダム等のうち、62のダム等の水
源地域で整備計画に位置づけられた事業が完了、30ダムで実施中。

・ これらの地域では、生活基盤、産業基盤に関しては概ね充足。

水源地域対策特別措置法による地域整備の例

・ 水源地域対策特別措置法により指定された水源地域では、都道府県知事が地元市町村長の意見を聞いた上で作成
した案に基づき国が決定する整備計画に沿って、土地改良事業、治山事業、治水事業、道路、簡易水道、下水道、義
務教育施設又は診療所の整備に関する事業等24分野にわたる事業が実施される。
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1 土地改良 13 30 43 老人福祉センター

2 治山 14 31 44

3 15 下水道 32 45

4 17 義務教育施設 33 46

5 18 診療所 34 47 し尿処理施設

6 20 公営住宅 35 48 ごみ処理施設

7 21 36

8 23 37

9 24 38

10 25 39

11 26 40

12 27 造林 41

42

水源地域整備計画　整備事業一覧

番号 事業区分

治水

道路
（国道・県道・市道） 林道

共同利用施設

自然公園

公民館等

簡易水道

事業区分番号事業区分番号

スポーツ・レクリエー
ション施設

消防施設

事業区分番号

対応箇所 本文 P17
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水源地域の振興 ～水源地域対策基金～

水源地域

洪水調節

用水供給

下流受益地域

水源地域対策基金の事業

◆ 以下の事業を行う市町村等に対する助成等を行っている。

（※）公益法人への寄付

①生活再建対策
②地域振興対策
③ソフト対策支援
④ 水 源 林 整 備

： 生活相談員設置、代替地取得費用借入、利子補給 等
： 地区集会所整備、停留所・観光看板設置、生活道路改築 等
： 上下流連携の地域活動、人材育成 等
： 間伐、作業路整備、林業後継者育成、普及啓発 等

負担金

助成金

道の駅整備事業（八ッ場ふるさと館）
（利根川・荒川水源地域対策基金）

上下流交流事業
（吉野川水源地域対策基金）

水源林対策事業
（矢作川水源基金）

基金のスキーム

地域活性化等に関する事業事例
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・ 水源地域対策基金は、ダム事業者による補償及び水特法による整備事業を補完し、きめ細かな生活
再建・地域対策を実施するため、昭和50年代以降、上下流の地方公共団体等の出えんにより設立。

・ 下流受益地域の負担金により、水没関係住民の生活再建対策を行うとともに、地域振興や上下流連
携、水源林整備等の様々な取り組みを実施。

対応箇所 本文 P17
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現状と課題 ～節水意識～

○節水意識の経年変化

○「節水している」または、「どちらかといえば節水している」と答えた人は77.4％であり、過去の同様の調査と比較する
と、水に対する意識が着実に高まっている。

○「節水呼びかけ」のほか、「懸賞付き」節水キャンペーンや環境保全を訴える節水の啓発活動が行われている。

（％）

（出典）内閣府世論調査

○ 水道事業者によるキャンペーンで、「前年同期ご使用量」より
「今回ご使用量」が減っていることを応募条件とし、水道使用者
へインセンティブを与えて節水を働きかけている。

○ 琵琶湖・淀川の水を水道水源と水道使用が湖沼の生態系
をはじめとする環境に影響することを訴え節水を呼びかける
ポスター。（国土交通省 近畿地方整備局）

○節水キャンペーンの例 （熊本市ホームページより）

○節水
ポスター

104節水への意識は高まりつつあるが、継続的な普及啓発によりさらに向上の余地

対応箇所 本文 P18
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Ｑ．あなたの使っている水道の
水の水源は何かご存じですか。

105【出典】内閣府「水に関する世論調査」（平成20年6月）をもとに水資源部作成

■ 知っている
（具体的な河川や湖の名などまで知っている）

■ ある程度知っている
（河川や湖などであることは知っている）

■ あまり知らない
（漠然としか知らない）

■ 知らない

水供給システムが広域化・複雑化した大都
市ほど、水源に対する認知度が低い傾向

かつての生活と水とのかかわりを知らない若
年層ほど、水源に対する認知度が低い傾向

水源に関す
る認知度は
低下傾向

現状と課題 ～水源に関する認識～

n=423人

n=764人

n=431人

n=221人
n=145人

n=297人

n=294人

n=394人

n=403人

n=306人

n=1,839人

n=2,111人

n=2,157人

n=2,113人

調査回別

都市規模別（平成20年） 年齢別（平成20年）

対応箇所 本文 P18
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世界の水問題解決に向けた国際貢献と水関連技術の海外展開
（現在の取組み）

世界の水問題解決に向けた日本の貢献・プレゼンスの強化

水関連技術の国際市場における競争力強化

○水に関するミレニアム開発目標（MDGｓ）の達成に向けた取組み・次期目標の策定に向けた
議論

国際会議を通じた議論のリード・プレゼンスの発揮
• 国連水と衛生に関する諮問委員会（UNSGAB）におけるプレゼンスの発揮
• 世界水フォーラム、アジア・太平洋水サミット等の日本開催、参画
統合的水資源管理（ＩＷＲＭ）概念の普及
• 国際目標に位置づけられたIWRMの推進
• アジア河川流域機関ネットワーク（NARBO）の設立・アジア地域を中心とした普及活動
• IWRMガイドラインの策定・普及
水と衛生分野のODAトップドナー国として、開発途上国を支援

政府による目標の設定・産学官の連携体制の整備
• 海外水インフラPPP協議会
• インフラシステム輸出戦略
二国間対話等を通じたニーズの把握と対応できる我が国の経験・技術のPR
• ワークショップ、セミナー
• 防災協働対話
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○水関連技術の海外展開にむけた環境の整備

対応箇所 本文 P19
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MDGs（Millennium Development Goals） ：
８つの目標の下，21のターゲットと60の指標を設定。1990年を基準年として2015年が達成期限。

（出典）水の世界地図（第2版）

○ 2000年９月の国連ミレニアム・サミットにおいて、21世紀の国際社会の目標として国連ミレニアムサミット宣言
が採択、21世紀の国連の役割に関する明確な方向性が提示。

○ ミレニアム開発目標（MDGｓ）は、このサミット宣言と1990年代に開催された主要な国際会議などで採択された
国際開発目標を統合し、一つの共通の枠組みとして2001年にまとめられた国際合意事項。

目標 水の供給とマネジメントの役割

＊目標１．極度の貧困と飢餓の撲滅 自給自足農業者への農業用水の改善；手ごろな価格の食料への需要に見合
うように農業生産性を向上;家庭用水の入手しやすさ、信頼性、安全性

＊目標２．初等教育の完全普及の達成 学校の水道とトイレを職員、男子生徒、女子生徒ごとに別々にすると、生徒の
中退、職員の離反が減らせる。

＊目標３．ジェンダー平等推進と女性の地位向上 女性が水供給を得やすいように改善し、水くみに費やす時間を減らせれば、収
入を生んだり家族を支援したりする仕事に注力することができる。

＊目標４．乳幼児死亡率の削減 家庭の衛生状態、乳幼児や児童への栄養食品、安全な飲み水、適切な糞便
処理が子どもの病気とその結果に絶大な効果を持つ。

＊目標５．妊産婦の健康の改善 特に出産が自宅で行われるような地域では、安全な水へのアクセスが母と乳
幼児の危険性を軽減する；よりよい食事と衛生環境で妊婦の健康を改善する。

＊目標６．HIV／エイズ，マラリア，その他の疾病のま
ん延の防止

病原菌媒介動物を抑制する対策、あるいは、安全な水、衛生知識、衛生施設
が身近になることで、水に関連する疫病を減らす。

＊目標７．環境の持続可能性確保 環境資源の喪失を逆転させる。安全な飲み水や基本的な衛生施設を継続的
に利用できない人々の割合を半減する。

＊目標８．開発のためのグローバルなパートナーシッ
プの推進

実務、調査、意志決定に関わる人々は水資源の統合的マネジメントに協力的
に携わる必要がある。

水はあらゆる生命の源であり、日々の生活、経済活動にとって、飢餓と貧困の削減、公衆衛生、環境保護、健全な水
統治といった目標の達成には、よりよい水資源管理と水へのアクセス改善が前提となる。
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水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の策定に
向けた議論 ～ミレニアム開発目標（MDGs：Millennium Development Goals）

対応箇所 本文 P19
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水と衛生に関する目標 現状（2011年）

①2015年までに安全な飲料水を継続的に利用できない人口割合（24%※）を半減する。 ① 11%（達成）＝7.7億人

②2015年までに基礎的な衛生施設を継続的に利用できない人口割合（51%※）を半減する。 ② 36% ＝25億人

※1990年の割合を基準

国連ミレニアム開発目標（MDGs：Millennium Development Goals ） 目標７．環境の持続可能性確保
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（注）UN「The Millennium Development Goals Report 2013」をもとに国土交通省水資源部作成

%

○ 水と衛生に関する目標に関し、2011年現在、安全な飲料水の継続的利用については目標達成、基礎的な衛生
施設の継続的利用についても改善傾向。

○ しかしながら、未だ、世界全体で約８億人の人々が安全な飲料水を継続的に利用できない状態にあり、また、
約25億人の人々が基礎的な衛生施設を継続的に利用できない状況にあることから、なお努力が必要。

水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の策定に
向けた議論～ミレニアム開発目標（MDGs：Millennium Development Goals）
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ターゲット1d; 自然災害によ
る強靭性を高め、死者数を
x％削減

6a. 家庭、学校、保健所、難
民キャンプにおける安全な
飲み水へのユニバーサルア
クセスを提供

6b. 野外排泄を絶ち、学校お
よび職場における衛生施設
へのユニバーサルアクセス
を確保、さらに家庭における
衛生施設へのアクセス率を
x％向上

6c. 水供給に合致した淡水
取水の実現および農業で
x％、工業でy％、都市域で
z％の水効率の向上

6d. 都市排水および工業排
水の全量を、リサイクルまた
は排水処理

出典; “The Report of the High-Level Panel of Eminent Persons on the Post-2015 Development Agenda” (May 2013) 
<http://www.un.org/sg/management/beyond2015.shtml>

ゴール1：貧困の根絶

ゴール2：少女と女性の地位向上および
男女平等の実現

ゴール3：良質の教育と生涯学習の提供

ゴール4：健康的な生活の確保

ゴール5：食料の安全性および
良好な栄養状態の確保

ゴール6：水と衛生へのユニバーサルア
クセスの達成

ゴール7：持続可能なエネルギーの確保

ゴール8：雇用、持続可能な生計、および
公平な成長の創出

ゴール9：天然資源の持続可能な管理

ゴール10：良質のガバナンスと効果的な
組織の確保

ゴール11：安定した平和な社会の確保

ゴール12：国際的に可能性の開かれた
環境の創出と長期融資の促進

独立した水と衛生に関するゴール
防災に関するターゲットの設定
排水処理に関するターゲットの設定

独立した水と衛生に関するゴール
防災に関するターゲットの設定
排水処理に関するターゲットの設定
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ハイレベル・パネルにより提案されたゴール (2013年5月)

○ 現行のミレニアム開発目標は2015年が期限となっており、新たな開発目標を策定するための取組が始動。
○ 水問題に関する主導国として、新たな目標における水に関する項目についての議論に参画。
○ 我が国が積極的に推進してきた「人間の安全保障」の実現のためにも、次期開発目標の策定に積極的に貢献。

水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の
策定に向けた議論 ～次期目標の策定に向けた議論

ポスト2015年開発目標 への道すじ

ﾊｲﾚﾍﾞﾙ･ﾊﾟﾈﾙ 報告書

2013.5

国連事務総長 報告書

2013.6

MDGsに関する特別ｲﾍﾞﾝﾄ
第68回 国連総会

2013.9

SDGs に関する報告書

2014.9

リオ +20
・SDGs(Sustainable 

Development Goals)が提案
・SDGsをポストMDGsに統合す

ることを合意
・オープンワーキンググループ

を設置し議論することを合意

2012.6

ポスト2015年開発目標 2016～

政府間交渉
第69回 国連総会

2014 

各種ﾌｫｰﾗﾑにおける議論

ポスト2015年開発目標に関するサミット
国連総会決議(第70回 国連総会)

2015

SDGsｵｰﾌﾟﾝﾜｰｷﾝｸﾞｸﾞﾙｰﾌﾟ

2013.3  
～2014.8

国連加盟国による意思決定

ポスト2015年開発目標に関するハイレベル・パネル
潘基文国連事務総長のイニシアティブにより2012年7月に立ち

上げられ，現行MDGsの達成期限である2015年より先にどのよ
うな国際開発目標を掲げるのか（ポストMDGs）について議論を
行うもの。メンバーは、キャメロン英首相、ユドヨノ・インドネシア大
統領、ジョンソン＝サーリーフ・リベリア大統領を3共同議長とし、
国連加盟国政府、民間セクター、学識者、市民社会活動家らから、
27名が選出。
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水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の策定に向けた
議論 ～国際会議を通じた議論のリード・プレゼンスの発揮（国連水と衛生に関する諮問委員会）

○ポスト2015年開発目標に水に特化したゴールを確実に含めること
•以下の目的に関するターゲットを含むべき;

持続可能な衛生施設と真に安全な飲み水へのユニバーサルアクセスの達成
排水管理および水質汚染防止の強化
統合的水資源管理の改善および水利用の効率化

•ターゲットと指標は、上記の各分野に対して設定し、モニタリングが必要
•水以外のポスト2015年のゴールに水利用効率に関するターゲットを含めること、ポスト2015年課題に水関連災害を含めることを推奨

○水と災害に関し集中的に取り組むこと
UNSGABは、既存の資源の範囲において、水と災害に関するハイレベルパネル（HELP/UNSGAB*2 ）によるアクションプラン
実現に向けた機能強化を支援する。アクションプランには、ポストMDGおよびSDGの一部として災害リスク削減に関する具体
の数値ターゲットを設定するため継続的に主張していくことが含まれる。

*1 UNSGAB;           United Nations Secretary-General’s Advisory Board on Water and Sanitation
*2 HELP/UNSGAB; High-level Experts and Leaders Panel on Water and Disasters/UNSGAB

主な提言及びコミットメント

UNSGABによる2013～2015年の戦略と方針。2013年9月に発表

世界中の貧困を根絶し、持続可能な開発を達成する上で中心的な存在となる水の問題についてグローバルな対応を強
化することを目的とし、コフィ･アナン国連事務総長（当時）が自らの発意により2004年に創設

構成メンバー：世界中の様々な分野から，閣僚経験者や国際機関の長を務めた有識者やNGOの代表など23名の委員で構成
初代議長：故 橋本龍太郎元総理
第2代議長：ウィレム・アレキサンダー オランダ皇太子殿下（現：国王陛下）
第3代議長（現在）：ハッサン ヨルダン国皇太子殿下
皇太子殿下が名誉総裁にご就任（2007年11月～2015年末まで）

国連水と衛生に関する諮問委員会（UNSGAB *1）

2006年3月の第4回世界水フォーラムにおいて「橋本行動計画」を発表。2009年に「橋本行動計画Ⅱ」を発表。

橋本行動計画Ⅲ（HAPⅢ：Hashimoto Action Plan Ⅲ）

○ 国連水と衛生に関する諮問委員会（UNSGAB *1）は、2004年アナン国連事務総長（当時）の発意により創設。
○ 各地域の水担当大臣との対話の実施などにより、世界の水問題への意識高揚等を図るとともに、具体的解決策を

探るためにワーキンググループによる活動を実施。

110
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世界水フォーラム

○全地球規模で深刻化が懸念される水危機に対して情報提供や政策提言を行うことを趣旨とし、1996年に国際機関、
学会等が中心となって「世界水会議」（WWC）が設立

○WWC が中心となって開催国政府との共催により、1997年以降3年に一度、世界中の水に関する関係者が一堂に集
い、水と衛生に関わる様々な問題への対処について情報交換や議論する場として「世界水フォーラム」が開催

○第3回会合は2003年3月に京都・滋賀・大阪で開催
（皇太子殿下が名誉総裁、故 橋本龍太郎元総理が運営委員会会長）

○第6回会合（2012年3月12日～17日：フランス・マルセイユ）
• 東日本大震災を踏まえた防災パッケージの展開などについて議論
• 「水と災害」ハイレベルパネルにおいて、皇太子殿下より「水と災害～津波の

歴史から学ぶ」のビデオメッセージを配信
• 世界の水問題の解決を促進するため、水関連分野間の相互連携、2015年ミ

レニアム開発目標達成に向けた水問題に対するガバナンスや資金調達等に
ついての国際会議での広い発信等についてとりまとめた「閣僚宣言」を採択

○次回開催は2015年4月、韓国（大邱・慶州）の予定

アジア・太平洋水サミット

○ 2006年3月の第4回世界水フォーラムの場において、橋本龍太郎日本水フォーラム会長（当時）が、アジア太平洋地
域の水問題解決を目的とするネットワークとして、「アジア・太平洋水フォーラム」の設立を宣言 （同年9月に森喜朗
日本水フォーラム会長ご出席のもと、発足）

○「アジア・太平洋水サミット」は、同フォーラムの主要活動の１つであり、第1回会合を2007年12月に大分県別府市にお
いて開催

○第2回会合（2013年5月19日～20日：タイ・チェンマイ）
• 「水リスクと回復」の閣僚級テーマ別セッションにおいて、大規模災害から

得た国際社会と共有すべき教訓やポスト2015 年開発目標等について具
体的に提案

• 洪水、干ばつ、その他の自然災害による死者数及び経済的損失を削減
すると目標を奨励することなどを示した「チェンマイ宣言」が採択

円卓会合で議論を報告する
奥田国土交通副大臣（当時）

（2012年3月、フランス・マルセイユ）

日本パビリオン
オープニングセレモニー

（2012年3月、フランス・マルセイユ）

セッションで発表する
松下国土交通大臣政務官（当時）

（2013年5月、タイ・チェンマイ）

閣僚級テーマ別セッション
「水リスクと回復」

（2013年5月、タイ・チェンマイ） 111

水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の策定に向けた
議論 ～国際会議を通じた議論のリード・プレゼンスの発揮（世界水フォーラム、アジア・太平洋水サミット）
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○ 近年の世界的な洪水被害の頻発等による水と災害に関する意識の高まりを背景として、国連等において水と
災害をテーマとした会合が開催。

○ 会合において、東日本大震災の教訓の共有や、ポスト2015年開発目標に防災の指標を盛り込むべきとの主張
などをとおして、水と災害に関する国際社会での議論に貢献。

国連水と災害に関する特別会合
（2013年3月）

国連水と災害に関する特別会合
（２０１３年３月６日、アメリカ・ニューヨーク国連本部）

水と災害ハイレベル・パネル（HELP）第１回会合
（２０１３年６月４日、東京）

○水と災害ハイレベル・パネル（HELP：High-level Experts and Leaders Panel on Water and Disasters）、国
土交通省、JICAの主催。

○「水と災害ハイレベル・パネル」が、近年世界各地で頻発・激化している水災害を軽減するため
に、「事前予防」型の防災対策を強化することを目的として、新規に設立。

○ポスト2015開発目標、防災に関する兵庫行動枠組みの見直し・強化向けて、各国・国際機関が水災害
軽減に向けて協調することについて共通認識が得られた。

○国連事務総長の主催、国連水と衛生に関する諮問委員会（UNSGAB）と水と災害に関するハイレベルパネル
（HLEP/UNSGAB）の共催。

○国連における水と災害をテーマとした初の特別会合。
○水と災害の問題に関する意識の高揚と、これまでの経験と好事例の共有を図り、水と災害に関する地球規

模の行動に向けた方向性に関する議論を行うことを目的として開催。
○オープニングセッションにおいて、皇太子殿下が災害の記録と現代の防災に関する智恵を結び付けることで、

災害に対してより備えのできる社会を構築できる旨の基調講演。
○パネルディスカッションにおいて、国土交通省より、防災減災の考え方、災害の記録、災害統計等の取り組

みの重要性について発信。

第1回HELP会合
（2013年6月）

112

水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の策定に向けた
議論 ～国際会議を通じた議論のリード・プレゼンスの発揮（水と災害に関する国際的議論への貢献）

水と災害ハイレベル・パネル（HELP）第２回会合
（２０１３年１２月２日、フランス・パリ）

第2回HELP会合
（2013年12月）

○HELPとしての今後の活動方針が議論され、各国・国際機関が、水と災害に関する常設会議の設立や水
関連災害軽減のためのポスト2015年開発目標の設定等に向けて、より具体的に活動を推進していくことを
確認。
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ブタペスト水サミット
（2013年10月・ハンガリー・ブダペスト）

・ハンガリー政府主催。104か国から参加。

・閉会式において、土井国土交通大臣政務官から国連のポスト
2015年開発目標について、水と衛生、防災の観点について強化
すべきとのメッセージを発信した。

・持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）に含まれるべき水と衛生に関す
る目標についての提案を記したブダペスト宣言が採択された。

閉会式における土井政務官スピーチ

水の協力に関するハイレベル国際会議
（2013年8月・タジキスタン・ドゥシャンベ）

全体会合の様子

・タジキスタン政府主催

・全体会合において、日本の水資源管理
や次期国連開発目標に水と衛生を位置付
け廃水処理が指標に盛り込まれるよう、さ
らに、水と災害に関する恒常的な議論が
国際水協力年に国連で開始されるようス
ピーチし、宣言に反映された。

○ 国連「国際水協力年」である2013年は、次期開発目標等が議論される水に関する国際会議が世界各国で開催さ
れ、我が国からも参画

113

国連ミレニアム宣言およびヨハネスブルグ実施計画等に含まれた国際的に合意された水関連目標
の達成を目的とした、国際協力を通したものを含む、あらゆるレベルでの活動を促進するため、並び
にその重要性の認識を増すために当該年を利用することを奨励
（2008年12月の国連総会において宣言）

国際水協力年（International Year of Water Cooperation, 2013）

水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の策定に向けた
議論 ～国際会議を通じた議論のリード・プレゼンスの発揮（国連「国際水協力年」）
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114

○ 統合的水資源管理（IWRM： Integrated Water Resources Management）：
水や土地、その他関連資源の調整をはかりながら開発・管理していくプロセス。

○ 水問題解決に向けた世界の動向として、IWRMは、水資源を開発、管理する上で、有効な手法の一つとして国
際的に認識されていると同時にMDGｓを達成するための有効なプロセスとなっている。

統合的水資源管理（IWRM ：Integrated Water Resources Management）

水や土地、その他関連資源の調整をはかりながら開発・管理していくプロセスのことで、その目的は欠かすことのできない生態系の持
続発展性を損なうことなく、結果として生じる経済的・社会的福利を公平な方法で最大限にまで増大させることにある。

（世界水パートナーシップ）

「持続可能な開発に関する世界首脳会議」
（ヨハネスブルグサミット、2002年）
「2005年までに各国は統合的水資源管理計画および水利用
効率化計画を策定する」ことが国際目標の一つとして合意

各国のIWRM計画・水効率化計画の策定の現状

（注）” 2012 UN-Water Status Report on the Application of Integrated Approaches to 
Water Resources Management”をもとに国土交通省水資源部作成

計画に基づく取

組実施済
14% 計画に基づく取

組が進行中
20%

計画に基づく

取組に着手
18%

計画策定済、取

組は未実施
13%

計画未策定
33%

対象外
2%

用水路

浄水場

生活用水

都市活動用水

農業用水

下水処理場

水力発電所

水力発電所

ダム

海

河川

農地

都市

住宅

河川
管理者

発電事業者 土地改良区

水道事
業者

下水道事業者

施設管理者

複数の事業者、輻輳する取配水系統

全体を一つのシステムとして見る視点が必要

浄水場

工業用水

工場

工業用
水道事
業者

統合的な水資源管理

取水堰
水の形態

水利用の分野

状況

利害関係

・地表水と地下水、雨水・再生水
・水量と水質 等

・生活用水
・工業用水
・農業用水 等

・平常時と緊急時
・現在と将来 等

・国と地方公共団体
・公的機関と民間企業、住民
・上流、中流、下流 等

今後、世界的な人口増加、都市化に加え、気候変動による
水関連災害等のリスクの増加が予想されることから、IWRM
プロセスを進めていくことが一層重要

水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の策定に向けた
議論 ～統合的水資源管理（IWRM）概念の普及
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NARBOメンバー

【１７ヵ国８０機関】

河川流域機関
River Basin Organization（RBO)

世界規模の

知識パートナー

地域の知識

パートナー

ドナー
国、州、地方政

府機関

IWRMに関する良い経験
や情報の共有

IWRMを実施するための能
力強化やその効率的執行

アジア・モンスーン地域におけるIWRMの推進、
そのための河川流域機関（RBO）の強化を目的
とする実務者等のネットワーク

【設立経緯】
2003年3月：第3回世界水フォーラムにおいて設立表明
2004年2月：インドネシアにおいて設立総会を開催

【事務局】
（独）水資源機構、アジア開発銀行（ADB）、アジア
開発銀行研究所（ABDI）、インドネシア公共事業省河
川流域機関管理センター（CRBOM：Center for River 
Basin Organizations and Management）

アジア河川流域機関ネットワーク （ＮＡＲＢＯ：Network of Asian River Basin Organizations）

115
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17ヵ国81機関が加盟
（2013年12月現在）

加盟組織数・国数の推移

日本、インドネシア、
韓国、ラオス、マレー
シア、パキスタン、
フィリピン、スリラン
カ、タイ、ベトナム、
ミャンマー、バングラ
ディシュ、カンボジ
ア、ネパール、イン
ド、中国、オーストラ
リア

ワークショップ IWRM研修

○ アジア・モンスーン地域におけるIWRMの推進等を目的として、アジア河川流域機関ネットワーク
（NARBO）を2004年に設立。

○ １７ヶ国８１機関が加盟、広く東南アジア地域をカバー。 情報共有、ワークショップ等を通じて、アジアモンスー
ン地域の水問題解決に貢献。

水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の策定に向けた
議論 ～統合的水資源管理（IWRM）概念の普及（アジア河川流域機関ネットワーク（NARBO））
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○ 世界の水問題解決のため、各国において、分野横断的で総合的かつ地域の実情に応じた、きめ細やかな水資
源管理手法が用いられる必要がある。

○ UNESCOは2009年3月に「河川流域におけるIWRMガイドライン」を発表、我が国は作成を支援。
○ 本ガイドラインの活用を通じ、開発途上国でのIWRMの推進が期待される。

河川流域におけるIWRMガイドライン

116

・ 2009年3月の第5回世界水フォーラムで、 UNESCOは「河川流域におけるIWRMガイドライン」を発表
・ 国土交通省、NARBOが作成を支援

流域の中で発生する問題を解
決するため、
①IWRMの必要性に気づき

（Recognizing）、問題を特定
（Identifying）

②問題解決の方法を構想
（Conceptualizing）

③利害関係者との調整
（Coordinating ）しながら具体
に計画

④関係者間の合意を経て、計
画を実施（Implementing）、モ
ニタリング（Monitoring）、評
価（Evaluating）

というプロセスを経て、次のス
テージに上がっていく。

ガイドラインでは、IWRMを、徐々に利害関係者を結びつけ、計画や意志決定過程へ利害
関係者の参加を促していくことによって、協調的かつ環境が持続可能な方法で、段階的に
行っていく水資源管理のプロセス、そして、人口増加、環境保護への要求の高まり、気候変
動など、社会要請の変化に対応しながら進めていく終わりの無いプロセスととらえ、まるで
スパイラルのように繰り返し時間をかけて進化しながら、より調和のとれた水資源管理へと
向かっていく「IWRMスパイラル」を提唱

IWRMスパイラル

第5回世界水フォーラムでの
IWRMガイドライン発表

「河川流域におけるIWRMガイドライン」

IWRM Process

Impacts
(Social, 
Environmental,
etc.)

1. Recognizing &
identifying

2. Conceptualizing 3. Coordinating &
planning

4. Implementing,
monitoring & evaluating

5. Recognizing &
identifying

Progress of IWRM

水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の
策定に向けた議論 ～統合的水資源管理（IWRM）概念の普及（IWRMガイドライン）
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○ 我が国は、水と衛生分野におけるODA実績で世界第１位の援助国。
○ 2006年3月、水と衛生に関する我が国ODAの基本方針と具体的取組を示した「水と衛生に関する拡大パートナ

シップ・イニシアティブ（WASABI）」を発表し、開発途上国の自助努力を一層効果的に支援することを表明。
○ また、アフリカ開発会議（TICAD）においてアフリカ諸国へのODA支援強化を表明するなど、積極的に推進。

（注1）1. OECD/DAC・CRSｵﾝﾗｲﾝﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ（平成25年11月時点）をもとに国土交通省水資源部作成
2. 2007年から2011年までの5カ年間の平均

0.0
5.0

10.0
15.0
20.0
25.0
億ドル

水と衛生分野（Water and Sanitation）における二国間ODAの実績（注1）

水供給・衛生

1,930百万ドル
79%

水資源政策・保護

46百万ドル
2%

河川開発・洪水防御

139百万ドル
6%

農業用水資源

126百万ドル
5%

水力発電

195百万ドル
8%

（注2）1. 外務省「2012年版 政府開発援助（ODA）参考資料集」をもとに国土交通省水資源部作成
2．2007年から2011年までの5カ年間の平均

水分野における我が国の二国間ODAの小分類別援助実績（注2）

「水と衛生に関する拡大パートナシップ・
イニシアティブ（WASABI）」

• 水と衛生に関する我が国ODAの基
本方針と具体的取組を示した政策文
書として、2006年3月の第4回世界水
フォーラムにおいて発表。

• 我が国の水と衛生に関する豊富な
経験、知見や技術を活かし、国際機
関他の援助国、NGO等と連携しつ
つ、開発途上国の自助努力を一層
効果的に支援することを表明。

向こう５年間に約１０００万人に対して安全な飲料水や基礎的な衛生施設へ
のアクセスを確保するための支援を継続すると共に、１７５０人の水道技術者
の人材育成等の支援を各々実施する旨発表。

【支援策】
①650万人に対する安全な飲料水

の提供を目標に給水施設や衛生
施設の整備

②5,000人の水資源管理に関する
人材育成などの支援策

③「水の防衛隊」の派遣

【2012年までの成果】
①2012年3月末までに、水と衛生分

野において約985万人が受益す
る有償・無償資金協力が合意

②2010年末までに13,064人に対す
る人材育成が実施

③2012年上半期までに142名の水
の防衛隊が派遣

アフリカ開発会議（ＴＩＣＡＤ）
○第4回アフリカ開発会議（TICADⅣ）2008.5

○第５回アフリカ開発会議（TICADⅤ）2013.6

117

水に関するミレニアム開発目標の達成に向けた取組み・次期目標の策定に向けた
議論 ～水と衛生分野のODAトップドナー国として、開発途上国を支援

2012年に債務救済を除く対アフリカODAを倍増し、そのうち、対アフリカ二国
間贈与を倍増を表明。
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【当面の方向性（水資源分野）】
水資源分野においては戦略的に重要である東南アジアを中心に、二国間の協力関係を活かし

て、我が国の企業が強みを有する技術の普及、浸透を図り支援を行うほか、相手国のニーズを
把握し、相手側の要請にマッチしたプロジェクトを提案できるよう連携を進め、更に取り組みを強
化する。また、総合水資源管理に関する我が国の政策、ノウハウの導入を働きかけ、これらの国
の水循環の改善と、我が国の企業、地方自治体等がより活躍できる環境を目指す。

○2013(H25).3 ～（現在）「経協インフラ戦略会議」（関係大臣会合）
2013.5「インフラシステム輸出戦略」の決定・・・水分野を含む生活環境分野における日本企業の海外受注額を約0.3兆円(2010)→1兆円程度（2020）へ

○2013.6 「日本再興戦略」の閣議決定・・・「インフラシステム輸出戦略の迅速かつ着実な実施」

「川上」から「川下」までのトータルな受注を目指すに当たり、我が国公的機関（鉄道・運輸機構、下水道事業団、水資源機構、空港管理者、日本郵便株式会社、水
道事業等の地方公営企業等）の有する総合的ノウハウ等を積極的に活用

2009(H21).7 水ビジネス・国際インフラシステム推進室の設置（経産省）

2011(H23).7 国際統括官、海外プロジェクト推進課、水管理・国土保全局の設置（国交省）

2009.1
水の安全保障戦略機構 の設置

水問題に関する関係省庁連絡会 の設置

→「チーム水・日本」 活動開始

・産学官の知恵と経験を活用する総合連携（コン
ソーシアム）

2007.12 水の安全保障研究会

（会長：故 中川昭一 元財務大臣）

2008.8 最終報告書 「日本と国際社会の水
の安全保障に向けた緊急提言」を発表

・民間企業参加による官民連携の国際貢献

・運営維持管理と人材育成を統合した国際貢献

・市民・ＮＰＯ活動と連携した国際貢献

○2007(H19).1～2008(H20).7 「水資源政策研究会」（経産省）

2008.7 「我が国水ビジネス・水関連技術の国際展開に向けて」をとりまとめ

我が国が得意とする省水型・環境調和型水循環システムを官民協力のもと世界に普及するこ
とで、我が国水関連事業者の国際競争力を強化するとともに、深刻化する世界の水資源問題の
解決に貢献するとの観点で取りまとめ。

○2009.10～2010(H22).4 「水ビジネス国際展開研究会」（経産省）

2010.4 「水ビジネスの国際展開に向けた課題と具体的方策」をとりまとめ

我が国企業が、将来の水市場で事業権を確保していくための行動計画、政府・政府関係機関・
地方公共団体等による支援策等を提案。

地球規模での人口の増加や経済発展・工業化の進展により、2025年の世界の水ビジネス市
場は、約87兆円に成長すると予想、官民一体となって取り組むことにより、2025年に我が国水関
連産業が1.8兆円（民営化された海外水ビジネス市場の約6%）を獲得することを目標。

2010(H22).7 海外水インフラＰＰＰ協議会の設置（国交省、経産省、厚労省）

○2012(H24).5～2012.12 「インフラ海外展開推進のための有識者懇談会」（国交省）

2013(H25).2「これからのインフラ・システム輸出戦略」を発表

「相手国の風土文化等の尊重」、「システム思考のソリューション提案」、「グローバル・ローカル
な人材の確保・育成」、「産学官の連携と役割分担」について、海外展開推進の基本的な考え方を
掲げ、国土交通分野のインフラ海外展開についての具体的戦略、当面の方向性をとりまとめ。

2012.10 提言「低炭素で持続可能な水・物
質循環社会へ」

日本が実現する理想の水システムを世界発信

・施設の維持管理まで含めた国際貢献・ビジネス
を展開

・国内自治体と企業の官民連携で相手国行政との
関係深化

・日本の国際的信用を背景に総合力で展開

【政府の方針】

【チーム水・日本】（国際貢献の観点）

○2010.9～2012.10
「パッケージ型インフラ
海外展開関係大臣会
合」

・アジアを中心とする旺
盛なインフラ需要に対応
して、インフラ分野の民
間企業の取組を支援し、
国家横断的かつ政治主
導で機動的な判断を行
う。

○2012.6
「新成長戦略」

・（アジア経済戦略)
日本の強みを大いに活
かしうるアジア市場

2008.11 海外水循環システム協議会（GWRA）の設立

2009.4 下水道グローバルセンター（GCUS）の設立
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水関連技術の海外展開に向けた環境の整備

○2013(H25).1
「産業競争力会議」

○2013(H25).1
「日本経済再生に向
けた緊急経済対策」

・日本企業の海外展開
に対してきめ細かな支援
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○ 海外における水ビジネス市場は、2025年には約8７兆円規模の市場に成長する見通し
○ 官民による情報の共有・交換を行うための場として「海外水インフラPPP協議会」を設置し、官民連携による海

外展開に向けた取組みを積極的に推進

海外における水ビジネス市場は、今後も
大きな需要が見込まれ、2025年には約87
兆円規模の市場に成長する見通し

海外水インフラPPP協議会海外の水ビジネス市場の状況

水源確保から上下水道事業までの水管理をパッケージとして捉え、案件
形成や案件受注を後押しするための相手国政府への働きかけ（官民セミ
ナー、トップセールス）やコンソーシアムの形成等により受注を目指す

•官民による情報の共有・交換を行うための場として設置
•官民共同セミナー等の開催により、海外展開に向けた取組みを推進

・平成22年7月 6日：第１回協議会を開催

・平成23年2月14日：第２回協議会を開催
（インドネシア等６ヶ国の政府高官も参加）

・平成24年2月16日：第３回協議会を開催
（南アフリカ等５ヶ国の政府高官も参加）

・平成25年2月 １日：第４回協議会を開催
（ミャンマー等４ヶ国の政府高官等も参加）

・国土交通省、厚生労働省、経済産業省、環境省、外務省、総務省の関
係省が連携
・地方公共団体、国際協力機構、日本下水道事業団、水資源機構等関
係機関も参加
・民間企業会員は１６７社（平成25年10月現在）

第4回海外水インフラＰＰＰ協議会
（平成25年２月）
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水関連技術の海外展開に向けた環境の整備
～政府による目標の設定・産学官の連携体制の整備（海外水インフラPPP協議会）
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水質障害とテロ対策

取水障害発生等の位置関係（利根川水系）

（国土交通省）
・原因物質を希釈・流下させることを目的に、渡良瀬貯水

池、薗原ダム、藤原ダムから緊急放流を実施。
・北千葉導水路により利根川から江戸川に緊急導水を実

施。
（水資源機構）
・下久保ダムから緊急放流を実施。
・利根川から荒川へ都市用水等を導水している武蔵水路の

導水停止。

○水質障害による広域的な影響（取水障害）について
・平成24年5月18日、利根川水系の浄水場において、水道水質基準値を上回るホルムアルデヒドが検出。
・この水質障害により、１都４県の浄水場で取水停止の措置がとられ、千葉県内の５市において約３６万戸（約８７

万人）に影響。
・関係機関による迅速な対応や情報共有、国土交通省等による利根川ダム群等からの緊急放流等、様々な対応

が行われ、5月19日午前に発生した断水は翌朝解除。
○テロ対策
・厚生労働省では、①水道施設の物理的な損壊、②水源域等に毒薬物を投入するＢＣ（生物科学）テロ、監視制

御システム等に対するサイバーテロを想定し、水道事業体の危機管理対策として、テロ対策マニュアル策定指
針を示し（平成19年2月）、水道事業体におけるテロ対策マニュアルの策定を支援。

・テロ対策のマニュアルの策定率は、年々向上。策定率は３割程度となっている（H22）。

○テロ対策（例：福岡市）

テロの対策としては、水源地や浄水場などの施設において、不審者の侵入を防止するため、監視装置や警報
装置を設置し、厳重な管理を行うとともに、配水管などの管路においても巡視点検を強化し、施設の異常や不
審物などの確認を行うとともに、警察や消防などと情報交換を行い、連携強化に取り組んでいる。

利根川上流で流出した化学物質（ヘキサメチレンテトラミン）
と浄水場の消毒用塩素が反応してホルムアルデヒドが生成
され、水道水質基準を超過したものと考えられている。

原
因

対
応

出典：平成25年版日本の水資源
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水道事業者のＢＣＰ

○新水道ビジョンでは、水道は生活に欠かせないライフラインとして、大規模な被災によって業務遂行能力が低下した状態下にお
いても非常時優先業務を継続・再開・開始するための計画として、BCPの策定推進が不可欠としている。

○名古屋市上下水道では３０日以内の復旧をめざし、応急給水を含め応急復旧、被害調査等を計画している。
○利根川水系及び吉野川水系の県庁所在地の水道事業体におけるＢＣＰ策定状況は、９事業体のうち３事業体が策定済である。

○水道事業体の危機管理計画の策定状況として、応急復旧計画は概ね５０％、応急復旧期間を設定しているものは２２％である。
また、応援給水協定の締結状況は、県内の水道事業者同士では約５４％、県外の水道事業体との協定は約１９％となっている。

（名古屋市上下水道局HPより）

（中部地整HPより）

ＢＣＰの概念
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名古屋市上水道のＢＣＰ

水道事業体のＢＣＰ、応急復旧計画等の策定状況

応急給水
計画

応急復旧
計画

応急復旧
目標期間

復旧協定
（県内）

復旧協定
（県外）

策定事業体数 ７５２ ６８６ ３４０ ８１５ ２８６

○応急復旧計画等策定状況 （事業体数１，５２１）

○BCP策定状況
（利根川および吉野川水系の

県庁所在地の事業体数９）

利根川水系 吉野川水系

策定数 ３ ０ （※策定中２）

（水資源部調べ）

（H23水道統計より）

対応箇所 本文 P20
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水インフラ施設の老朽化対策の取り組み
－各施設における取り組み状況－

ストック量 取り組み

農業水利

施設

•農業用用排水路の総延長：約４０万km以上

•基幹的な農業用用排水路の総延長：約５万
km
•ダム、頭首工、用排水機場等：約７千箇所

•ストックマネジメントに関する基本的な考え方をまとめたほか、これらを
実施するための事業制度を導入

•基幹的水利施設の機能診断済みの割合を約４割（H22）→約７割（H28）
とすることとして取り組み

•頭首工の耐震に係る基準は整備済み

•管水路の耐震に係る基準は整備中

上工水道

施設

（上水道施設）

•導水管及び送水管延長：約４万５千km
•配水管延長：約５６万km
•浄水施設数：約１万６千箇所

（上水道施設）

•地震対策等の推進（基幹施設の耐震化、水道事業体間の緊急用連絡
管、基幹病院等への配水管整備等）

•水道施設の備えるべき耐震性能要件を、明確化

（工業用水道施設）

•改築事業制度の中で耐震整備を実施

国土交通省
所管ダム施

設

•国土交通省所管ダム施設数：約５５０箇所 •ダム用ゲート設備等点検・整備・更新検討マニュアル（案）を策定し、運
用中。

•一部ダムでは堆砂対策について排砂等を実施。

下水道施設

•下水道管延長：約４５万km
•下水処理場数：約２，２００箇所

•ストックマネジメントに関する手引きを取りまとめたほか、これらを実施す
るための事業制度を導入。

•耐震に係る基準については整備済み

•地震対策等の推進（基幹施設の耐震化、防災拠点や避難地と下水処理
場を接続する管きょ整備等） 122

老朽化施設の維持・改築にあたっては、施設の老朽化状況等の的確な診断と、予防的保全や部分
改築等を適切に組み合わせた最適な改築計画の立案・実施により、ライフサイクルコストを低減させ
る「ストックマネジメント」を行うことが必要であり、各施設においてストックマネジメントの導入に向けて
検討や技術体系及び事業制度の整備等の取り組みを行っている。

各施設における取り組み状況の整理

対応箇所 本文 P20
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水インフラ施設の老朽化対策の取り組み
－水道事業におけるアセットマネジメント－

123

○長期的な視点での持続的な水道施設の管理運営には、アセットマネジメントが必要不可欠
●水道事業におけるアセットマネジメントとは・・・

水道施設による給水サービスを継続していくために必要な補修、更新といった施設管理に必要な費用と、そのための財源を算定し、
長期的視点に立って経営していくことである。

・アセットマネジメントの実施状況は、1,496事業者のうち約３０％であり、計画給水人口5万人未満の事業者については約12％にとどまって
いる。

金額

更新需要

投資可能額

｜ ｜ ｜ ｜ ｜
現在 10年後 20年後 30年後 40年後

更新需要に対応
できない

金額

｜ ｜ ｜ ｜ ｜
現在 10年後 20年後 30年後 40年後

健全施設の
供用延長等

耐震化を伴う
更新の前倒し等

金額

｜ ｜ ｜ ｜ ｜
現在 10年後 20年後 30年後 40年後

40年後までに○○億円が必要

持続可能な
事業運営へ

更新需要の平準化「今後必要な施設整備費用」と
「財源見通し」の比較

施設の統廃合、ダウンサイジ
ング等により、更新費用の削
減の検討

料金改訂等により、財
源の確保の検討

○アセットマネジメント実践

アセットマネジメントは水道法に定められた
水道事業者等の責務を果たすためのツール

第二条の二 地方公共団体は、（中略）水道事業及び水
道用水供給事業を経営するに当たつては、その適
正かつ能率的な運営に努めなければならない。

第八条 水道事業経営の認可は、その申請が次の各号
に適合していると認められるときでなければ、与えてはな
らない。

二 当該水道事業の計画が確実かつ合理的であること。

○水道法抜粋 （単位：事業者数）

計画給水人口
5万人未

満
5万人～
10万人

10万人～
25万人

25万人～
50万人

50万人以
上

用水供給
事業

合 計

H22 割 合 8.2% 41.7% 59.6% 67.2% 79.3% 62.4% 25.7%

H24

調査事業者数 963 211 145 61 25 91 1,496

実施事業者数 120 98 96 44 21 61 440

割 合 12.5% 46.4% 66.2% 72.1% 84.0% 67.0% 29.4%

H22からH24への割合
の伸び

4.3% 4.7% 6.6% 4.9% 4.7% 4.6% 3.7%

○アセットマネジメントの実施状況

出典）厚生労働省資料

対応箇所 本文 P20
Ⅰ-3-(1) 2)



全面更新

頭首工

ダム

用
水
路

農家

施設が老朽化するにつれ
て維持管理の負担が増え
るし、施設が急に壊れるか
もしれないから心配だ。

（施設の機能低下を待って全面更新）

注）農業水利施設の整備を行う国営事業実施中地区を対象に整理

頭首工

ダム

用
水
路

国営造成施設全体の機能監視を行いながら、機能保全対策を順次実施

近年は、国営土地改良事業の実施地区は更新・長寿命化が大宗を占める

対策工事（補修）

対策工事（部分更新）

対策工事（補修）

現在 地域全体を広くカバーし、必要な対策を機動的に実施従来 予め計画した内容を集中的に実施

部分的な更新、補修の実施

管理
更
新

費用

【平成１０年度】 【平成２４年度】【平成元年度】

更新主体地区
（39地区）

23%

新設主体地区
（134地区）

77%

新設主体地区
（88地区）

60%

更新主体地区
（58地区）

40%

新設主体地区
（21地区）

22%

更新主体地区
（65地区）

67%

長寿命化
対策地区
（11地区）

11%

リスク管理を行いつつ長寿命化工法を選定し現場に適用、最終的な全面更新時期を判断

更
新

長寿命化対策事業

管理

費用

更
新

耐用年数
の延伸補

修

管内の点検

補修

パイプラインの破裂 側壁が倒壊した水路

水路の機能診断

補修

老
朽
化
進
行

点
検
・
補
修
に
よ
る
長
寿
命
化

水インフラ施設の老朽化対策の取り組み
－農業水利施設の長寿命化対策－

○ ライフサイクルコストを低減するため、農業水利施設の長寿命化対策を強化。
○ 近年の国営土地改良実施地区は、更新・長寿命化対策の地区が大宗。
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出典）農林水産省資料

対応箇所 本文 P20
Ⅰ-3-(1) 2)



水インフラ施設の老朽化対策の取り組み
－工業用水に関するアセットマネジメント－
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○「工業用水道 施設更新・耐震・アセットマネジメント指針」平成24年度策定
・工業用水道事業を所管する経済産業省では、工業用水道施設の老朽化対策及び耐震化事業を適切に実施して

いくためのアセットマネジメント指針を策定

対応箇所 本文 P20
Ⅰ-3-(1) 2)



ストックマネジメント手法を踏まえた

下水道長寿命化計画に関する手引き（案）

○「ストックマネジメント手法を踏まえた下水道長寿命化計画策定に
関する手引き（案）」の策定

・下水道事業におけるヒト、モノ、カネの適切なマネジメント（＝アセットマネジメン
ト）の推進に向け、特に点検・調査や改築・修繕に係る施設（モノ）管理＝ストック
マネジメントに主眼をおいた手引きとして作成。

・「下水道長寿命化支援制度に関する手引き（案）」及び「下水道施設のストックマ
ネジメント手法に関する手引き（案）」を改定し、一つに統合

・ストックマネジメントや下水道長寿命化支援制度の基本的な考え方については
変更はないが、新たな知見の追加や、計画策定に関する考え方の明確化、作
業の効率化を図る観点から改定。

【現状の課題】
「下水道長寿命化支援制度」は、本来、ストックマネジメントと同様の観点

からのアプローチを支援する取り組み。
また、長寿命化計画策定に合わせ、予防保全管理の導入や、健全度、修

繕履歴等の蓄積を期待。
しかし、現状の下水道長寿命化計画は、個々の下水道施設の長寿命化対

策、更新計画の域を脱していない。

【主な検討事項】
○下水道施設のストックマネジメント手法の普及促進
・ストックマネジメントの考え方を踏まえ、施設全体の効率化に資する長寿命化
計画の策定手法を検討 等
○下水道長寿命化計画策定の効率化・合理化
・長寿命化計画を効率的、合理的に策定できるような手法を検討 等
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ストックマネジメント

水インフラ施設の老朽化対策の取り組み
－ストックマネジメント手法を踏まえた下水道長寿命化計画策定－

・平成２４年度より「ストックマネジメント手法を踏まえた下水道長寿命化計画策定に関する検討委員会」において、下水道施設
におけるストックマネジメント手法の普及促進、効率的な下水道長寿命化計画策定の推進方策等について検討。

・検討委員会での議論を踏まえ、「ストックマネジメント手法を踏まえた下水道長寿命化計画策定に関する手引き（案）」を策定。

出典）国土交通省下水道部資料

対応箇所 本文 P20
Ⅰ-3-(1) 2)



水インフラ施設における課題等

○水インフラ施設の課題等

施設の健全性等の国民への公表
・施設の健全性の状況や、維持管理・更新の重要性が国民に対してよく理解されるよう、点検や維持管理・

更新の取り組みについて、国民への公表。

長期的視点に立った維持管理・更新計画の策定
・維持管理・更新は長期的視点に立って計画的に取り組むことが重要
・調査・診断結果やそれらを踏まえた評価結果より、施設の長寿命化計画の維持管理・更新に係る中長

期的な計画の策定や見直しを推進
・当該計画に基づき対策を実施。

維持管理・更新をシステマチックに行うための実施プロセスの再構築
・維持管理・更新を合理的かつシステマチック（体系的・規則的）に行うため、点検・診断、評価、計画・設計、

修繕等の一連の業務実施プロセスをＰＤＣＡサイクルとして実施するとともに、維持管理・更新に係る一連
の業務の体系化及び基準等の整備、技術開発成果の反映及び新技術の積極的な導入等を推進。

維持管理・更新に係る予算確保
維持管理・更新計画に従い、維持管理・更新を安定的かつ計画的に進めていくため、

・国は自ら管理する施設に関して必要な予算の確保。
・地方公共団体や民間事業者が必要な予算を確保できるよう、支援に努める。

維持管理・更新に軸足を置いた組織・制度への転換と人材育成
・戦略的な維持管理・更新を円滑かつ着実に実施するため、維持管理・更新に軸足を置いた制度・組織への

転換を図るべく、関係する組織の充実等、体制整備や仕組みづくりを推進。

・水インフラ施設は、高度経済成長期などに集中的に整備された社会資本が今後一斉に老朽化することが懸念。
・老朽化施設の増加により、維持管理費の増加が見込まれるとともに、今後も厳しい財政状況が続けば、真に必要
な社会資本整備だけでなく既存施設の維持管理・更新にも支障を来す恐れ。
・高齢化した施設の増加に伴い、重大な事故や致命的な損傷等の発生リスクが高まると予想される。
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対応箇所 本文 P20
Ⅰ-3-(1) 2)



精度の向上

精度の向上

渇水による社会活動への影響

渇水リスクを評価する上での課題
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【渇水リスク評価の課題】
・気象条件、社会条件ともに超長期の予測には、不確実性が高い。
・社会条件の変化により水需要は大きく異なる。
・渇水時に行われる水の調整は予測するのが難しい。

【渇水リスク評価の基本スタンス】

・現時点においては、気候変動の予測に基づく降水量の変化、それにともなう河川流量の変化をシミュレー
ションすることにより将来の渇水による影響を大まかに把握することを目標とする。

・長期的（100年スケール）な将来予測を行いながら、現時点での課題解決にも貢献する中期的視点からの具

体的な適応策を検討・実施し、その後の気候変動及び社会情勢の変化等を踏まえ、モニタリングを行い、
改めて適応策を見直しを行う、順応的なアプローチを基本とする。

：気象変動
の予測値渇

水
リ
ス
ク

現在過去 未来

モニタリング モニタリング モニタリング

適応策策定

適応策見直し 適応策見直し
適応策見直し

予測の範囲

予測の範囲

モニタリング

予測の範囲

：適応策に
よって低減
されるリスク

対応箇所 本文 P21
Ⅰ-3-(1) 3)



気候変動の影響（影響と適応策）
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・気温上昇

・降水量変化

・積雪量減少

・海面上昇

・台風の大型化

等

河川流出量の減少・
流出時期の早まり

水質の悪化

地下水の塩水化

水需要時期変化・
水需要の増大

政府全体計画

水環境・水資源分
野における適応策
を検討

海外の適応策

将来想定される
気候変動

水環境・水資源分野
における影響

適応策の策定

参
考

等

将来想定される気候変動による水環境・水資源分野への影響が懸念され、国民生活や社会

経済活動が安全・安心を確保できる適応策の策定が必要。

将来の渇水
リスクの評価
（渇水による社会

活動への影響の
観点から）

河川取水障害

濁水の発生による水質悪化

洪水、高潮災害による
水供給停止

農業分野への影響
（コメ収量の変化、田植期の

水資源賦存量の不足）

対応箇所 本文 P21
Ⅰ-3-(1) 3)



水資源管理にかかる気候変動リスクへの適応策（イメージ）

緊急給水体制の構築（給水車・海水淡水化施設）

アセットマネジメントによる確実な機能の確保

気候変動リスクに関するもの

水資源利用容量の拡大（ダムの嵩上げ等）

ダム群連携、ダム統合運用による
水管理の最適化

ダム再編

水系内・水系間水融通

堆砂の排除によるダム機能維持

気象を予測した管理

底水・未利用水の活用

雨水・下水処理水の利用促進

水源地域の森林の保全、整備

ダム等による水資源の確保

気候変動対応等にかかる
調査・研究・技術開発

上水、工水、農水等、用水使用の合理化

海水淡水化

渇水調整の機動的な実施

未利用水の活用

広域的な水融通

多様な緊急備蓄の推進

体制の整備

水
資
源
管
理
に
か
か
る
気
候
変
動
リ
ス
ク
へ
の
対
応

安全で良質な水の確保

緊急時の対策

危機管理

供給側による安定した
水資源の確保

需要側による
節水型社会の構築

豊かな水環境の保全・創出

水利用の合理化

節水意識の高揚

水源・用水の確保

節水の徹底・支援等

既存ストックの活用に
よる供給

安定した水資源の確保

リダンダンシーのある
体制の確立

管理面における
順応的対応

気候変動による水質への影響への対応

洪水時、高潮時の水供給機
能低下リスクへの対応

正常流量の確保

渇水時の緊急対応

代替水源の確保
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下水処理水の再利用

（出典） 国土審議会 水資源開発分科会 調査企画部会（第２回）及び社会資本整備審議会 河川分科会
気候変動に適応した治水対策検討小委員会（第６回）合同会議 資料４をもとに作成

地下水の保全（塩水化への対応）地下水の利用
緊急時の水源としての利用

対応箇所 本文 P21
Ⅰ-3-(1) 3)



○ 昭和５３年５月から翌昭和５４年３月まで発生した福岡渇水での給水制限は２８７日に及んだ
○ ダム水源地近傍での降水量は少ない（朝倉観測所で平年の1/2程度）が、福岡市内には給水制限期間中

1,260mm程度の降雨があり、雨水利用施設の有効利用により渇水を軽減できた可能性がある
○ 昭和５３年当時に現況の雨水利用施設が存在し、雨水を全て有効に活用できたと仮定した場合、延べ580万人程

度のトイレ用水の供給が可能であったと推測 される
○ 渇水時における雨水の利用は、降雨状況等に応じて可能となる場合もある

雨水利用の可能性 ～福岡渇水を例にとって～
－雨水の有効活用による渇水影響の緩和－

【雨水供給可能量計算根拠】

・現況設置されている福岡市内の雨水利用施設の面積は
211,400m2（Ｈ24年アンケート調べ ）

・福岡観測所の昭和53年5月から昭和54年3月までの降水
量は1,260mm

・雨水利用施設への降水量は全て有効利用可能として計
算した場合
211,400（m2）×1,260mm≒266,400m3

（266,400,000L）
・延べ580万人分のトイレ洗浄水を供給した計算となる

（1日1人当たりトイレ使用量46Ｌとして計算）

福岡市の水源位置図

福岡雨量観測
所

朝倉雨量観測
所

0
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400

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

降
水

量
（
ｍ

ｍ
/月

）

昭和53福岡観測所月別降水量（福岡市近傍）

54年53年

0
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

降
水

量
（
ｍ

m
/月

）

昭和53朝倉観測所月別降水量（水源地近傍）

53年 54年

出典：気象庁雨量データ、福岡市水道局ＨＰ、(株)東京ドームＨＰ、雨葉ネットＨＰ、H24雨水に係る水資源部アンケートを基に国交省水資源部作成

雨水利用施設の事例

雨水利用施設の事例

131

対応箇所 本文 P21
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既往渇水時の緊急渇水対策（平成６年列島渇水） ④

給水制限期間：平成6年6月1日 ～ 平成7年5月17日（351日間）

給水制限実施市町：42都道府県517市町村

給水人口：約1,582万人

最大断水時間：20～21時間（佐世保市：8月26日～9月14日）、

　　　　　　　　　19時間（高松市7月15日～8月15日、松山市8月21日～10月21日）

工業用水給水制限：最大時（9月5日）64事業、累計78事業

農作物への被害：約50万haの水田（全国の約5分の1）で番水などによる節水管理、被害額約1,409億円

上水 プールの使用制限 小中学校等プールの使用中止（埼玉県、茨城県、福岡市他）

放水訓練の中止

広報活動等 電車中吊り広告の掲載、一般新聞へ広告掲載、小学校への渇水広報ビデオの配布

給水活動 自衛隊による水のトラック輸送、船舶輸送（総給水量16,567.5トン）

節水コマの配布、節水パッキンの配布、取り付け（長崎市等）

海水淡水化 離島等

発電用水、底水の取水 岩屋ダム（木曽川水系）、早明浦ダム（吉野川水系）、石手川ダム（重信川水系）、寺内ダム（筑後川水系）等

工業用水の緊急利用 松山市面河ダム

下水処理水の緊急利用 道路維持用水、樹木散水等（36都道府県237処理場）

工水 冷却水の再利用の強化

海水の利用

用水の輸送

生産調整 操業短縮（千葉県内3事業所）

農水 かんがい応急対策 緊急用の井戸掘削、ポンプ設置(39府県)

ダムからの緊急放流 松原、下筌、江川、寺内ダム（他ユーザーから融通）

底水の取水 寺内ダム

渇水の状況

緊急渇水対策の一例

（出典）国土交通省水資源部調べ
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（出典）
1)  国土交通省水資源部 世界各国の水関連情報
2) Environment Canada. 2006. CANADA’S FOURTH NATIONAL REPORT ON CLIMATE CHANGE Actions to Meet Commitments Under the United Nations Framework Convention on Climate Change.
3) 国土交通省国土技術政策総合研究所河川研究部水資源研究室 三石真也，オーストラリアにおける水事情，ダム技術 No.285 (2010. 6)
4)Climate change and water adaptation issues; EEA Technical Report,  2007

海外における渇水リスクへの対応
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• 世界各地で渇水が深刻化するとともに、今後、拡大する可能性。
• 先進諸国では国家、地域、流域レベルでの対策に着手。

国名 顕在化している渇水事象 将来予測（渇水関連） 主な対策の状況

（水資源管理関連）

アメリカ1) 水資源の地域的変動が大きく、特に乾燥
地域では、大規模な水資源開発が行われ
ている。ハリケーン等の暴風雨等による被
害が多く発生する一方で、2012 年は深刻
な干ばつにも見舞われている。

今世紀中の豪雨増加、少雨激化を予測。豪
雨（日雨量上位1%）の強度が前世紀中に約
20%増加したが、今後も同傾向が90%以上の
確率で続くと予測。

流出量は、北東部、中西部で冬春増加、西
部（特に南西部）で春夏減少と予測。

水需要については気温の上昇により発電所
の冷却水需要が増大し、工業・都市用水需
要がわずかに増加すると予測。

カリフォルニア気候変動センターの
影響評価と適応オプションの検討

節水対策の強化と表面貯留、地下
水貯留、送水施設などを含む水管
理・送水システムの拡張

カナダ2) 干ばつ（2001～2002年）で作物の損失や
保険支払いなどのため50～60億ドルの損
失が発生

冬期の流出増加、夏期の流量減少と水温低
下を懸念

ブリティッシュコロンビア州等での気
候変動問題に対応した広範囲な地
方水政策の実施

気候変動に関する国家文書（第5
版）2010の公表

オーストラリア3) 2006-07年には、2001年以降経年的な少
雨が継続し、渇水が深刻化。冬穀物の生
産が全体で63％減と大幅に減少し、この
減少により，オーストラリアの経済成長率
が0.9%押し下げられた。

2030年の降水量は1990年と比較して、南東
部では-4%の減少,南西部で-7%,北部で- 1%
の減少

マ-レ一･ダーリング流域庁が設置さ
れ、地下水を含むマ-レ一.ダーリン
グ川流域全体の管理を始めた。

水取引を促進する水利権情報サー
ビスの提供を含む流域計画の策定

ヨーロッパEU４) 過去30年においていくつかの大きな干ば
つを経験

過去100年間の北ヨーロッパの年降水量
は10～40%増加、南・東ヨーロッパの年降
水量は20%減少

北ヨーロッパの年降水量は1～2%/10年増加、
夏季降水量減少

南ヨーロッパの年降水量、夏季降水量は減
少しより頻繁に過酷な干ばつが予想される

EU委員会は、2007年に適応策の重
要性を訴える「グリーンペーパー」
「EUの水不足と干ばつへの取組」を
公表
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ゼロ水への対応イメージ D 需要サイド（例）

施 策 効 果 費 用 影響 ・ 課題

D-1 雨水・再生水の利用促進 • 上水の節約
• 利用施設、給水施設等
の整備

• 水質に応じた利用方法
• 利水者の合意形成

D-2
一般家庭の節水（風呂、洗濯、洗車
等の節水）

• 各家庭で取り組めば効果は
大

• 節水型機器の設置
• 効果の定量的な把握
• 利水者の合意形成

D-3 渇水調整（取水制限） • 効果が明確
• 調整業務（会議開催、
情報収集・整理等）

• 早いうちから頻繁に取水制限をすると、渇水が頻発する
との風評被害、地域イメージ悪化

• 取水制限が進むと、工場の操業停止や農作物の収穫量
減少の恐れ

• 経済的損失
• 気象予測の精度向上による効率的運用
• 利水者の合意形成

D-4
公共施設の節水（プール、公園の
散水、噴水中止等）

• 渇水の宣伝効果は大
• 節水意識の徹底

• 広報活動（節水PR等）
• 住環境の悪化
• 学校教育等へ支障

D-5 農業用水の番水、反復利用 • 取水制限に対応できる • 維持管理（人手） • 手間と経費

D-6 給水制限（減圧） • 効果が明確
• 維持管理（バルブ操作
等）

• 日常生活に不便が生じる
• 経済的損失
• 利水者の合意形成

D-7 給水制限（時間断水） • 同上 • 同上

• 日常生活に不便が生じる（給水時間の制約）
• 衛生上の問題の懸念
• 経済的損失
• 利水者の合意形成

D-8 用途間転用 • 一定量の確保可能
• 調整業務（会議開催、
情報収集・整理等）

• 転用元のリスクは増加
• 利水者の合意形成

D-9 病院、福祉施設への優先対応 • 災害時要援護者への対応が
できる

• 水運搬
• 水が不足すると重大な支障
• 必要水量の算定
• 供給体制の確保

D-10 衛生施設（トイレ）の確保 • 最低限の生活環境の維持
• 施設設置
• 維持管理

• 衛生上の問題の懸念
• 災害時要援護者への対応

D-11 生命維持のための最低限の水利用 • 必要量を最低限にする • 水運搬
• 社会経済活動停止による経済的損失
• 災害時要援護者への対応

D-12 緊急避難 （渇水疎開） • 水の不足は解消 • 受け入れ地の整備
• 社会経済活動停止による経済的損失
• 受け入れ地の理解・協力
• 日常生活の支援体制

134（出典）国土交通省水資源部作成

対応箇所 本文 P21
Ⅰ-3-(1) 4)



ゼロ水への対応イメージ S 供給サイド（例）

施 策 効 果 費 用 影響 ・ 課題

S-1
施設整備（水資源供給施設の新規
整備） • まとまった水量を確保できる • 施設整備

• 維持管理
• 施設整備にコストと時間がかかる
• 水源地域の合意形成

S-2
施設整備（再開発（ダムの嵩上げ
等））

• 新規施設建設より速やかな
対応

• 施設整備
• 維持管理

• 施設整備に一定のコストと時間がかかる
• 水源地域の合意形成

S-3
効率的運用（ダム群連携、統合運
用、堆砂除去）

• 水源地域に影響を与えること
なく供給できる

• 施設整備（ダム群連携の
場合）

• 維持管理
• 運用操作

• 施設整備に一定のコストと時間がかかる（ダム群連携の
場合）

• 運用の最適化
• 気象予測の精度向上
• 利水者の合意形成

S-4 水源地域の森林の保全、整備 • 長期的には効果大 • 維持管理 • 効果発揮に時間がかかる

S-5 地下水の適正な利用 • 良質な水資源として活用でき
る

• 維持管理
• 観測

• 観測体制の整備
• 地盤沈下の防止
• 地下水の量と質の適切な保全

S-6 再生水の緊急給水 • 即応性がある • 水運搬
• 用途が限定される
• 運搬手段の確保

S-7 緊急給水（給水車） • 同上
• 給水のための資材調達
• 水運搬

• 水確保の負担大（給水所から家庭等への水運搬）
• 給水量、時間の制約
• 給水車、ポリタンク等の備蓄、整備、連携運用
• 災害時要援護者への対応（運搬）

S-8
緊急給水（給水船、給水パック、海
水淡水化施設） • 同上 • 同上

• 水確保の負担大（内陸部の給水所への水運搬）
• 給水量、時間の制約
• 給水車、ポリタンク等の備蓄、整備、連携運用
• 災害時要援護者への対応（運搬）

S-9 広域的な水融通 （水道事業） • リスクの分散 • 水融通のための導水施
設整備

• 融通元のリスク増加
• 利水者の合意形成

S-10 地下水の緊急利用 • 即応性がある
• 取水のための機材調達
• 水質検査

• 非常用井戸の水質の確認
• 地下水への塩水混入の可能性
• 地盤沈下の可能性

S-11 未利用水等の活用 • 一定量の確保可能 • 調整業務（会議開催、情
報収集・整理等）

• 転用元のリスク増加
• 利水者の合意形成

S-12 緊急給水（ペットボトル） • 即応性がある
• ペットボトル調達
• 運搬

• 水確保の負担大（家庭等への運搬）
• 給水量、時間の制約
• ペットボトルの備蓄
• 災害時要援護者への対応（運搬）

S-13 底水の活用 • 一定量の確保可能 • 取水のための機材調達
• 底水水質
• 定期的なダムの堆砂除去

135
（出典）国土交通省水資源部作成

対応箇所 本文 P21
Ⅰ-3-(1) 4)



D

需
要
サ
イ
ド

水
を
使
用
す
る
側
の
方
策

D-1 雨水・再生水の利用
促進

D-2 一般家庭の節水（風
呂、洗濯、洗車等の
節水）

D-3 渇水調整（取水制
限）

D-4 公共施設の節水
（プール、公園の
散水、噴水中止等）

D-5 農業用水の番水、
反復利用

D-6 給水制限（減圧）

D-7 給水制限（時間
断水）

D-8 用途間転用

D-9  病院、福祉施設への優先対応
D-10 衛生施設（トイレ）の確保

D-11 生命維持のための最低限の水利用
D-12 緊急避難（渇水疎開）

S

供
給
サ
イ
ド

水
を
提
供
す
る
側
の
方
策

S-1 施設整備（水資源供
給施設の新規整備）

S-2 施設整備（再開発（ダム
の嵩上げ等））

S-3 効率的運用（ダム群
連携、統合運用、堆砂
除去）

S-4 水源地域の森林の保
全、整備

S-5 地下水の適正な利用

S-6 再生水の緊急給水
S-7 緊急給水（給水車）

S-8 緊急給水（給水
船、給水パック、
海水淡水化施
設）

S-9 広域的な水融通
（水道事業）

S-10 地下水の緊急利
用

S-11 未利用水等の
活用

S-12  緊急給水（ペットボトル）
S-13  底水の活用

ゼロ水への対応イメージ

国民生活、社会経済活動への影響（需要の逼迫度合い）

渇水経過時間

通常 渇水 ゼロ水深刻な渇水

社会経済活動、生活に影響

生命維持困難

通常生活維持困難

社会経済活動維持困難

社会経済活動に重大な影響、生活に支障
①通常の渇水対応
②早期予防措置による渇水対応
③水資源供給機能の確保

① ② ③

①→②

①→③

①→②
カテゴリー １

カテゴリー ２

カテゴリー ３

カテゴリー ４

カテゴリー ５

ゼ
ロ
水

渇水深刻度の分類例
○カテゴリー ０
通常

○カテゴリー １
取水制限が開始されるが、節水、番
水、減圧給水等により対応すること
で、社会経済活動、生活への影響を
抑制・緩和する

○カテゴリー ２
取水制限が強化され、工場の操業短
縮の開始、農作物への被害（干ばつ
による収穫減少、高温障害（着色不
良）、病虫害の発生等）の発生等社
会経済活動に重大な影響が生じると
ともに、上水道の時間断水の開始に
より生活に支障が生じる

○カテゴリー ３
工場の操業停止、農作物の枯死が
生じ、社会経済活動の維持が困難と
なる。上水道の断水時間の延長によ
り生活への支障が拡大する

○カテゴリー ４
上水道の完全断水により水は給水に
頼ることとなり、生活（入浴、洗濯、ト
イレ）のための通常の水の使用が困
難となる

○カテゴリー ５
生命維持に必要な水量（３リットル/
人・日）の確保が困難となる

深
刻
な
渇
水

渇
水
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ゼロ水への対応

○渇水対策では、過去の気象状況を踏まえ、水資源供給施設により一定の安全度を確保

○施設による対応を超える場合には、取水制限や、緊急給水等で対応

○今後、気候変動による影響等により、渇水がより深刻化し、これまで経験したことのない渇水が
起こりうる可能性

○水資源は社会経済活動の基本となるものであり、深刻な渇水が生じると、それらに重大な支障
が生じるだけでなく、甚だしい場合には健康の維持、さらには生命にも係わる事態となる恐れ

水源が枯渇し、国民生活や社会経済活動に深刻かつ重大な支障が生じる「ゼロ水」に至らないた
めの方策を、流域を基本単位としつつ、広域的な連携・調整・応援など予防措置や対応措置が適切
にとられるようにハード対策・ソフト対策を組み合わせ、水供給の全体システムについて検討

○過去の最大級の渇水の再現（平成6年を超える渇水状況、無降雨日数）
○過去の気象状況の組み合わせ
○将来の気候モデルによる結果を踏まえた検討 等

１．ゼロ水の想定

２．ゼロ水による国民生活や社会経済活動への影響を評価

３．国民生活や社会経済活動が安全・安心を確保できる適応策の検討

検討の方向性
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水環境の現状と課題 ～水質汚濁に係る環境基準～

○環境基本法に基づき、環境基準を設定。

水質環境基準水質汚濁

栄養塩類
富栄養化の原因物質

窒素・燐

有害物質
水銀、ヒ素、

有機塩素系化合物 など

有機汚濁など
いわゆる水の汚れ・濁り

BOD/COD,DO,SSなど

健康項目

生活環境項目

人に対する影響

（飲用・魚介類摂取）

「生活環境」
環境基本法において、人の生活
に密接な関係のある動植物及び
その生息環境を含むものと定
義。

水生生物に 対する影響

【出典】環境省資料をもとに国土交通省水資源部作成 138
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水環境の現状と課題 ～現状・課題（公共用水域の水質）～

○「健康項目」については、ほとんどの地点で環境基準を満足（全27項目で98.9％（H23年度））
○「生活環境項目」のうち、代表的な指標であるＢＯＤ、ＣＯＤの環境基準達成率で見た場合、

河川では、総体としては上昇傾向だが、渇水年には低下も見られる（渇水年：H6、H17等）
湖沼では、近年、改善の兆しがみられるものの、達成率そのものが依然として低い状況

【出典】平成２３年度公共用水域水質測定結果（平成24年12月環境省 水・大気環境局） 139

環境基準達成率の推移（BOD又はCOD） 広域的な閉鎖性海域における
環境基準達成率の推移（COD）

鉛、砒素（平成5年）及びカドミウム
（平成23年）の環境基準値を改正

鉛：0.1→0.01mg/L
砒素：0.05→0.01mg/L
カドミウム：0.01→0.003mg/L

注）平成Ｈ５年以降、砒素の超過検体率が上昇しているのは、
基準を超過する検体数がほぼ一定（自然由来）なのに対し、
総検体数が約半数まで減少しているため。

健
康
項
目

生
活
環
境
項
目

【出典】環境省 水・大気環境局作成資料
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水環境の現状と課題
～質を重視した取り組みの具体イメージ（豊水時の多点取水）～

○下流部の利水者が流量が豊富な場合に限って上流から取水する豊水時の多点取水は、送水コストの軽減、取水水
質の向上の観点から有効。

導入にあたって検討すべき課題

• 取水・導水施設の整備・維持管理に
費用がかかる

• 他の水利利用や後発の水資源開発
への影響を十分考慮する必要がある

• 中上流の通過流量減少が河川環境
に与える影響を十分考慮する必要が
ある

利点

• 一般的に水質が良い上流域からの取水が可能

• 水質事故に対するリダンダンシー（冗長性）が確保される

• 重力を利用した導水が可能であるため、既設取水口からの導
水をポンプアップで行う場合に比べてエネルギー消費量が少な
く、運営経費が軽減される

• 上流部に浄水場が設置される場合は、良質な水道原水により、
少ないエネルギーでの浄化が可能であるため、運営費用が軽
減される

既設の取水口Ａに加えて取水口Ｂを上流部に設置し、
豊水時に下流に影響を及ぼさない流量を取水口Ｂから取水
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【出典】第4回調査企画部会（平成20年6月27日）資料 140
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